
 

 

 

 

ボボラランンタタリリーー活活動動推推進進基基金金 2211  

 

「「かかななががわわボボラランンタタリリーー活活動動推推進進基基金金2211」」はは、、多多様様なな主主体体がが協協働働、、連連携携ししてて    

地地域域やや社社会会のの課課題題解解決決をを図図るる協協働働型型社社会会のの実実現現にに向向けけ、、非非営営利利でで公公益益をを目目的的とと  

すするる活活動動（（ボボラランンタタリリーー活活動動））のの開開始始やや拡拡充充にに対対しし、、期期限限をを区区切切っってて支支援援をを行行うう

ももののでですす。。    

急急速速なな少少子子・・高高齢齢化化、、国国際際化化やや情情報報化化ななどどにに伴伴うう地地域域やや社社会会のの課課題題をを克克服服しし、、

多多様様ななニニーーズズにに適適切切にに対対応応ししてていいくくたためめににはは、、皆皆様様ととととももにに課課題題解解決決にに取取りり組組んん

ででいいくく必必要要ががあありりまますす。。    

ここのの基基金金のの趣趣旨旨をを踏踏ままええ、、先先駆駆的的ででモモデデルル性性がが高高くく、、

費費用用対対効効果果にに優優れれ、、将将来来のの自自立立をを見見据据ええたた事事業業提提案案をを

求求めめまますす。。 
 
 
 
 

＜＜応応募募受受付付期期間間＞＞ 

【【令令和和６６年年度度実実施施分分】】  

協 働 事 業 負 担 金：令和 ５年 ６月 15 日(木)～ ７月 20 日(木) 

ボ ラ ン タ リ ー 活 動 補 助 金：令和 ５年 ９月 13 日(水)～ 10 月 18 日(水) 

ボランタリー団体成長支援事業：令和 ５年 ７月 25 日(火)～ ９月 11 日(月) 

【【令令和和５５年年度度分分】】  

ボ ラ ン タ リ ー 活 動 奨 励 賞：令和 ５年 ７月 25 日(火)～ ９月 11 日(月) 

 

  

基基金金 2211  でで  🔍🔍🔍🔍 検検  索索 

 
     

 

  

かか  なな  がが  わわ  

「かにゃお」は、ＮＰＯ認知度向上を目的と

した神奈川県のイメージキャラクターです。 

神神奈奈川川県県立立かかななががわわ県県民民活活動動ササポポーートトセセンンタターー 

応応募募かからら対対象象事事業業決決定定ままででのの流流れれ  

 

（問合せ先） 

  神奈川県立かながわ県民活動サポートセンター 基金事業課 

  TEL 045-312-1121（内線 2831・2832）  FAX 045-312-4810 

  ホームページ https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u3x/cnt/f5258/ 

         または「基金 21」で検索 

  〒221-0835 横浜市神奈川区鶴屋町２-24-２（かながわ県民センター８階） 
 
 

書書類類審審査査（（審審査査会会））  

公公開開ププレレゼゼンンテテーーシショョンン審審査査（（審審査査会会））  書書類類審審査査（（審審査査会会））  

※１ 説明会の開催日時は、県のホームページを

ご覧ください。 

※２ 必要に応じて現地調査を行います。 

提提  出出  

最最終終審審査査  

審審  査査  審審  査査  

説説明明会会にに参参加加・・事事前前相相談談（（任任意意））※※１１  

書書類類審審査査（（幹幹事事会会））  

事事前前調調査査※※２２  

対対象象事事業業（（団団体体等等））ととししてて知知事事がが決決定定  

交交付付申申請請書書をを提提出出しし、、  

最最終終審審査査へ 

県県担担当当部部署署ととのの協協議議  

公開プレゼンテーション審査

を経て、協議対象事業として

選考されたものは、県担当部

署との協議に入ります。 

負負担担金金  補補助助金金  

公開プレゼンテーショ

ン審査を経て、対象事業

として選考されます。 

成成長長支支援援事事業業  書類審査を経て、対象団体

等として選考されます。 

奨奨励励賞賞  

2023.6 
2023.6　



かかななががわわボボラランンタタリリーー活活動動推推進進基基金金 2211 のの４４つつののメメニニュューー 

● 協働事業負担金 
 ■■  地地域域やや社社会会のの課課題題解解決決にに向向けけ、、県県とと協協働働ししてて効効果果的的にに事事業業をを行行っってていいたただだくく制制度度でですす。。  

    ○○  一一般般部部門門（（分分野野をを問問わわずず））  〇〇課課題題部部門門（（年年度度ごごととにに県県がが特特定定のの課課題題をを設設定定）） 
 

ボランタリー団体等と県とが対等な立場でパートナーシップを 

組んで行えば、一層の効果が期待できると考えられる事業を対象に、

基金からその事業に要する経費に対し応分の負担をします。 

● 事業に要する経費について年間 1,000 万円※を上限に負担金を
交付します。 

  ※ 別途審査会が定める最高交付額に基づく制限があります。 
● 交付期間は原則最長３年間※です。 

※ 年度ごとに審査があります。また、事業によって４年目以降
（５年目まで）の継続を審査会で認める場合もありますが、そ
の場合、別途事業計画（自立計画）の提出が必要です。 

 

● ボランタリー活動補助金 
 ■■  地地域域やや社社会会のの課課題題解解決決にに向向けけ、、ボボラランンタタリリーー団団体体等等がが取取りり組組むむ事事業業をを支支援援すするる制制度度でですす。。  
 

ボランタリー団体等が、地域や社会のニーズをとらえて自発的に

取り組む事業や、社会システムの改革をめざしてチャレンジする 

事業などで、新たに立ち上げたり展開したりする事業を対象に、  

基金からその事業に要する経費の一部を補助します。 

● 事業に要する経費の２分の１以内の金額で、年間 150 万円を 
上限に補助金を交付します。 

● 交付期間は最長３年間※です。※ 年度ごとに審査があります。 

 

● ボランタリー活動奨励賞 
 ■■  地地域域やや社社会会のの課課題題にに光光をを当当ててたた実実践践的的なな活活動動にに取取りり組組むむボボラランンタタリリーー団団体体等等をを表表彰彰すするる制制度度でですす。。  
 

地域や社会への貢献度が高く、他のボランタリー団体等の活動の

モデルとなり、今後さらに継続的な発展が期待できる活動に取り組

むボランタリー団体等を表彰します。 

● 知事表彰状及び副賞（上限 30 万円）を贈呈します。 

 

● ボランタリー団体成長支援事業 
 ■■  ボボラランンタタリリーー団団体体がが自自立立的的かかつつ安安定定的的にに活活動動ででききるるよようう、、県県がが中中間間支支援援組組織織等等ににそそのの支支援援をを委委託託ししてて

実実施施すするる事事業業でですす。。  
  

ボランタリー団体の活動基盤整備のための事業の企画提案を募集

し、実施事業及び受託者を選考の上、県と業務委託契約（単年度）

を結びます。 

● 事業受託者は、自ら企画提案した内容をもとに、審査会の意見を
踏まえて事業内容を精査の上、県と委託契約を締結し、事業を実施
します。 

● 支援の対象となるボランタリー団体は、事業受託者が公募、選定
を行い、県の承認を得て決定します。 

かながわ組織内コミュニケーション 

回復・強化事業 

 

聴覚障がい者のために「スローコミュニケーシ

ョンプロジェクト」の啓発活動の実施 

フリースクール等学校外の学びの場の必要性の 

周知を目的とした県域ネットワーク構築事業 

 

離婚に伴う子どものための 

紛争解決モデル構築事業 

かかななががわわボボラランンタタリリーー活活動動推推進進基基金金 2211 のの特特色色 

１ 助成金額や継続できる期間など規模が大きい 

２ 分野を問わずに応募できる 

３ 事業に要する直接的な経費であれば、人件費にも使うことができる 

応応 募募 者者 等等 のの 要要 件件  
ⅠⅠ  協協働働事事業業負負担担金金／／ボボラランンタタリリーー活活動動補補助助金金  

   次のすべての要件を満たしていること 
① 不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする非営利の事業（宗教活動、政治活動、

選挙活動に該当する事業を除く。）に自主的に取り組む特定非営利活動法人、一般社団法人、一般財団
法人、公益社団法人、公益財団法人、法人格を持たない団体及び個人（以下「ボランタリー団体等」と
いう。）であること 

② 県内で活動を行っていること 
③ 継続した活動が期待されること 
④ 基金 21 の支援を受けることで、組織の運営基盤が整備され、安定的、継続的な事業運営を行っていく

ことが期待されること 
⑤ 法人や法人格を持たない団体にあっては、市民の発意に基づき設立されたものであって、不特定かつ多

数のものの利益の増進に寄与することを目的とする非営利の事業（宗教活動、政治活動、選挙活動に該
当する事業を除く。）を主たる事業として実施していること 

⑥ 代表者等が暴力団員でないこと（神奈川県暴力団排除条例による） 
⑦ 神奈川県ボランタリー活動推進基金審査会・幹事会の委員・幹事が、団体の理事長等代表者、副理事長、

専務理事など中心的に業務を執行する役員や有給の職員でないこと 

ⅡⅡ  ボボラランンタタリリーー活活動動奨奨励励賞賞  

① 推薦者（応募者）は、県民、県内で活動するボランタリー団体等（自薦も可）、ボランタリー活動を支
援している機関及び県内の市町村長 

② 推薦を受けることができるのは、上記Ⅰの要件を満たすボランタリー団体等 

ⅢⅢ  ボボラランンタタリリーー団団体体成成長長支支援援事事業業  

次のすべての要件を満たしていること 

① 団体であること（特定非営利活動法人、一般社団法人、会社（法人格の種類や非営利性は問わない）、
法人格のない団体（財産管理、代表者について定めた定款・規約等があること）など） 

② 県内でボランタリー団体に対する支援を行っている団体で、事業終了後も引き続き県内で支援を行う
意思を有していること 

※ 事業受託者が行う支援事業の対象は、上記Ⅰに掲げる要件（⑦を除く）のほか、県内で３年以上の活動歴を
有し、協働型社会の担い手としての役割を果たす意思があるなどの要件を満たすボランタリー団体です。 

  （詳細は、別に作成する「かながわボランタリー活動推進基金 21事業等の募集のご案内」をご参照ください。） 

対対象象事事業業等等 のの選選考考・・決決 定定 

「神奈川県ボランタリー活動推進基金幹事会」が審査基準に基づく事前調査を、「神奈川県ボランタリー活動推進

基金審査会」が総合的審査を行い、対象事業等を選考します。その後、知事が同審査会からの答申を受け、対象 

事業等を決定します。 

神奈川県ボランタリー活動推進基金審査会  神奈川県ボランタリー活動推進基金幹事会 

(会長) 

中島 智人  産業能率大学経営学部 教授 

(会長職務代理者) 

為崎  緑  中小企業診断士 

石田 英昭 公募委員 

髙村 文子  三浦市民交流センター ニナイテ 館長 

田中美乃里 (特非)地域魅力 理事長 

峯尾 武巳  (特非)介護の会まつなみ 理事長 

山岡 義卓  神奈川大学経営学部 特任准教授 

尹  貴淑  (株)神奈川新聞社 論説委員 

 (幹事長) 

山岡 義卓  神奈川大学経営学部 特任准教授 

(幹事長職務代理者) 

森田  恵  湘南工科大学社会貢献活動支援室 特任講師 

阪口 さゆみ   世田谷区立男女共同参画センターらぷらす 館長 

菅沼 彰宏    明治学院大学ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

田代    美香    (特非)ぐらす・かわさき 副理事長  

千代木ひかる  (特非)日本ＮＰＯセンター 事務局スタッフ 

豊田    直之   NPO 法人海の森・山の森事務局 理事長 

沼崎 真奈美   横須賀市立市民活動サポートセンター 館長 

（いずれも令和５年６月７日現在。委員・幹事は交代する場合があります。） 
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